
 
 

県産米を巡る状況について 
 

１ 本県農業における米の位置付け 

農業産出額に占める米産出額の割合は約 26％ 

品目 米 園芸 畜産 
畜産の内訳 

その他 計 
肉用牛 乳用牛 豚 鶏 その他 

産出額（億円） 656 406 1,334 209 234 268 616 7 82 2,476 

構成比（％） 26.5 16.4 53.9 8.4 9.5 10.8 24.9 0.3 3.2 100.0 

出所：平成 24年農業産出額及び生産農業所得（平成 25年 12月 25日 農林水産省） 

 

２ 米の年間消費量（国民 1人当たり）の推移 

  消費量は昭和 37年度の 118.3kgをピークに、少子・高齢化や食の多様化等によりほぼ半減 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

３ 平成 26年産米の概算金 

県産米主力品種のひとめぼれは、前年に比べ▲2,800円/60kg(前年比 75%)の大幅な引下げ 
（単位：円/玄米 60kg） 

 H26 H25 H24 H23 H22 

ひとめぼれ 8,400 11,200 12,500 10,500 8,700 

出所：全農岩手県本部 

※ 概算金とは、JA が農家から米を引き取る際に、JA から農家に支払われる一時金のこと。米の需給量などから最終的な販売
価格を予測し、全農県本部が決定する（例年 9 月上旬頃）。確定された販売価格が概算金を上回れば、その差額（精算金）が
JA から農家に支払われる。 

 
４ 米価下落による本県地域経済への影響（県試算） 

⑴ 26年産米の価格が概算金と同等に低下するとした場合の影響額は▲約 140億円 

⑵ 米販売額の減少額から、国の収入減少影響緩和対策（米などの販売収入が標準的収入を下回

った場合に、その差額の 9 割を補填する制度）交付額約 50 億円を控除した直接的な影響額は

▲90億円 

⑶ 直接的な影響額(▲90億円)から、他産業へ波及する間接的な影響額は▲42億円と試算され、

本県の地域経済に与える影響額は全体で▲132億円 

米価下落 

影響額① 

収入減少影響緩和 

対策交付額② 

地域経済へのマイナス波及効果 

直接効果③＝①－② 間接効果④ 計③＋④ 

▲140億円 50億円 ▲90億円 ▲42億円 ▲132億円 

平成 26年 11月 2日 
岩手県農林水産部 
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出所：食料需給表（農林水産省） 

資料 No.１ 



「食べよう！いわての美味しいお米。」運動の展開について 

【要旨】 

岩手県及びいわて純情米需要拡大推進協議会は、米の消費減少や価格低迷など、米を取り

巻く環境が厳しさを増す中、「食べよう！いわての美味しいお米。」をキャッチフレーズに、

県産米の消費や需要を喚起する県民運動を展開します。 

１ 趣 旨 

  米の消費減少や価格低迷など、米を取り巻く環境が厳しさを増す中で、稲作農家の不

安を解消し、本県農業を元気にするため、「食べよう！いわての美味しいお米。」をキャ

ッチフレーズに、県民の皆様に県産米の消費や需要を喚起する運動を展開し、オール岩

手で本県の米づくりを応援する機運を醸成する。 

２ キャッチフレーズ・イメージキャラクター 

  「食べよう！いわての美味しいお米。」 

３ 実施期間 

  平成 26 年 10 月～ 

４ 運動の主体 

  岩手県民 

５ 運動の推進主体 

￭ 岩手県（庁内に各部局等で構成するプロジェクトチームを設置（事務局：流通課）） 

￭ いわて純情米需要拡大推進協議会（会長：小原敏文 県農林水産部長） 

６ 運動の展開イメージ 

 ⑴ 運動の周知 

￭ キャッチフレーズやイメージキャラクターを使用した運動の周知 

￭ 各種広報・広告媒体を活用した情報発信 

 ⑵ 取組の実践（例） 

￭ ごはん増量・大盛りキャンペーンの実施 等（大学・企業等の給食事業者、弁当・飲食事業者） 

￭ 園児・児童等を対象にしたおにぎり教室の開催 等（幼稚園、保育園等） 

￭ 各種イベント・フェア等での県産米ＰＲ 等（イベント主催者(農業関係機関・団体も含む)等） 

７ 県産米の生産・販売対策 

  本県が米主産地としての地位が確保されるよう、本年度中に、「いわての美味しいお米

生産・販売戦略（仮称）」を策定し、コスト低減や食味向上などの生産対策や、実需者の

新規開拓や県オリジナル新品種のブランド化などの販売対策を強化 

食べよう！ 

いわての美味しいお米。 



「食べよう！いわての美味しいお米。」緊急宣言（案） 

 

 米は、古より多彩な食文化を培い、県民の命と暮らしを支えてき

た作物であり、米づくりは、本県経済を支える基幹産業の一つとし

て、また美しい県土や豊かな自然環境を育む基盤の一つとして、重

要な役割を果たしてきました。 

 

 しかし現在、消費の減少などにより、平成 26 年の県産米の概算金

は過去最低となり、米価が下落するなど、厳しい環境に置かれてい

ます。このままでは、米づくりの衰退を招き、さらには人口減少や

地域コミュニティの崩壊につながるなど、本県の社会・経済全般に

大きな影響を及ぼすことが懸念されます。 

 

 このたび、県や関係団体などが中心となり、オール岩手の取組「食

べよう！いわての美味しいお米。」運動がスタートしました。 

 

いまこそ、私たち自身が、全国トップクラスの品質と美味しさを

誇るいわてのお米の素晴らしさを再認識し、みんなで消費拡大を図

っていくときです。 

 

 いわて未来づくり機構は、この運動に賛同し、それぞれの主体が

米の需要喚起と消費拡大に取り組むことで、米づくりを応援し、農

業・農村そして岩手を元気にすることを、ここに宣言します。 

 

平成 26 年 11 月 2 日 

 

いわて未来づくり機構 

資料 No.２ 



              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 本県の人口は、1996年（平成８年）の 141万９千人を境に翌年以降減少し続けており、人口
問題は長年県政における最重要課題の一つ。 

○ 「人口問題に関する中間報告」は、人口問題に関する課題のうち、本県の人口統計等の客観
的データに基づき、特に早急かつ重点的に取り組まなければならない 
① 少子化に歯止めをかけるための対策 
② 人口流出を防ぎ還流を促す対策 
を中心にまとめたもの。 

○ 今後、民間の方々や市町村の御意見を伺いながら、さらに中長期かつ総合的な視点に立ち、
本県における人口問題に関する総合的な施策を検討していく。 

 

 

  

● 人口問題に関する中間報告について 

人口問題に関する中間報告－概要版－ 

 

○ 平成 26年５月に発表された日本創成会議・人口減少問題検討分科会の推計によれば、岩手県
における消滅可能性都市は 27市町村。うち 15町村は人口 1万人を切り、消滅可能性が高いと
される。 
・ 27市町村＝宮古市、大船渡市、久慈市、遠野市、一関市、陸前高田市、釜石市、二戸市、 

八幡平市、奥州市、雫石町、■葛巻町、■岩手町、矢巾町、■西和賀町、■平泉町、 
■住田町、■大槌町、■山田町、■岩泉町、■田野畑村、■普代村、■軽米町、 
■野田村、■九戸村、■洋野町、■一戸町 

                             ※ ■：消滅可能性が高いとされる町村 

● 日本創成会議が示した岩手県における消滅可能性都市 ～27市町村が消滅と推計～ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 本県人口は 2010年の 133万人から、2040年には 93.8万人（△29.5％）まで減少すると予測 

○ 生産年齢人口は 2040年には 47.6万人になり、△約 32万人(△40.5％)と大幅減少の予測 

● 国立社会保障・人口問題研究所による本県人口予測 ～2040年には 93.8万人まで減少～ 

 

○ 人口減少は、県として全力でその対策に取り組む必要があるが、自然減、社会減ともに、国

の政策に大きく影響を受けるものであり、国が地方重視の政策を強力に推進することが必要 

○ 今後、あらゆる機会を捉えて国に対し要望提案していく。 

＜全般的事項＞ 

・ 使途の自由度の高い交付金等の創設 

・ 地方重視の経済財政政策の実施 

・ 東日本大震災津波からの復旧・復興事業を応用した取組 

 

＜個別事項(自然減対策)＞ 

・ 地域少子化対策強化交付金の恒久化 

・ 乳幼児医療費助成等の全国一律化 

・ 妊産婦の地域ケア体制の整備 

・ 贈与税の非課税制度の要件緩和 

・ 妊娠・出産による不利益取り扱いの禁止の徹底 

・ 多様な就労形態を可能とする制度の創出 

・ フレックスな働き方の促進 

・ 育児休暇後のキャリアアップ支援 

 

＜個別事項(社会減対策）＞ 

 ・ 高等教育機関の地方分散 

 ・ 地方大学への支援 

 ・ 企業の本社機能の分散 

 ・ 地方が行う企業誘致制度への支援 

 ・ 創業への支援 

 ・ 国際交流人口の拡大 

 ・ 速達性の高い道路ネットワーク整備・利用促進の支援 
 

 

  

● 国への提言 ～国を挙げて行うべき対策の提言～ 

 

○ 本中間報告は、今後、有識者の方々等から御意見をいただき、市町村と意見交換を行い、更

に検討を加えていくための土台となり、内容を充実させていくもの 

・ 中間報告の施策の方向性に沿って検討を進め、できるものから順次実施 

・ 中間報告を基にして市町村、民間等と意見交換 

・ 岩手県総合計画審議会から御意見を頂く 

・ 国に対する提言 

・ 国の｢まち・ひと・しごと創生本部｣の動向等を踏まえ、国から策定が求められる本県の人口

ビジョンや、中間報告で取り上げた自然減対策、社会減対策に加え、各産業の生産性の向上

や、人口政策全体に通ずる人づくりや女性の社会進出促進支援等の課題についても検討 

・ 地域特性やそれぞれの課題に応じた対応方向の検討 

● 今後の取組 ～平成 26年度にこれから実施すること～ 

約３割減少の予測 

―１― ―４― 

全国的に公表されている推計 

（図１） 

問い合わせ先：岩手県 政策地域部 政策推進室 政策担当 

 電話 019-629-5508 

資料 No.３ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 子育てを社会全体で幅広く支えていくため、今後制定を予

定している「いわての子どもを健やかに育む条例（仮称）」

の趣旨に沿って、結婚から出産・子育てに至るライフステー

ジに応じた支援を推進 
＜結婚支援＞ 

➣縁結びのアドバイザーの設置などによる結婚を支援する体制の整備 

➣児童生徒を対象としたライフデザインセミナーの開催 など 

＜妊娠・出産支援＞ 

➣妊産婦をケアする拠点の設置（市町村） 

➣不妊治療支援の充実 など 

＜子育て支援＞ 

➣子育てｻｰｸﾙ情報交換会の開催、子育て交流ｻｲﾄ等による交流機会の創設 

➣多様な保育施設の整備、事業所内保育施設の設置支援 

➣低所得世帯等への就学支援等の充実 など 

 

 
 
 
 

〇 県内企業がより競争力を高め、魅力ある企業として若者の

採用力を高めていくため、今後制定を予定している中小企業

等を対象とした産業振興条例（仮称）や公契約条例（仮称）

の趣旨に沿って、総合的な施策を推進。また、女性の働きや

すい職場やワーク・ライフ・バランスの実現も目指す。 
＜魅力ある雇用の受け皿、創業支援＞ 

➣企業等におけるブランド化や新技術拡大などの支援 

➣事務系企業の本県進出、技術系企業の誘致や事業誘致を支援 

➣産業振興センターなど支援機関による創業支援の強化 

➣大学発ベンチャー企業の創設支援 など 

＜UIターン促進＞ 

➣Uターンセンターの活動強化や労働局等との連携強化 

➣大学等の同窓会、同郷会等を活用した PR など 

 

 

 

〇 移住志向のある 20～30代や移住実績の多い 50代以降を中

心に、岩手の魅力をアピールし移住を促進。また、移住者へ

のフォローアップなど移住を支援 
＜推進体制＞ 

➣県・市町村・関係団体が一体となった全県的な推進体制の構築 など 

＜魅力発信＞ 

➣いわてならではの暮らし方の提案・情報発信 

➣いわて型半農半Ｘの提案の検討 

＜移住者のフォロー＞ 

➣地域の受け入れ態勢を指導・調整するｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの育成支援を検討 

➣全県・地域別の移住者と受入側のﾈｯﾄﾜｰｸ・交流の場の創出 

 

ＣＥＲＮのLHC加速器 

１ 若年女性人口の減少と出生率の低迷（自然減） 

人口減少のメカニズム 

２ 進学・就職時の県外転出（社会減） 

・ 若年女性人口の減少により、短期間に出生率が向上しても、出生数の増加に

つながる年齢層の女性人口の増加まで長期間必要 

・ 本県の合計特殊出生率は 1980年代以降、人口置換水準の 2.07を下回り、近

年若干の改善は見られるものの、2013年は 1.46 と低迷（全国平均 1.43）（図２） 

基本的な方向性 

 

 

○ まず、本県の人口減少の大きな要因となっている 

 ① 出生率の低迷への対策 

 ② 若年層を中心とした人口流出・還流促進対策 

 を強化する必要 

 

 

 

 

○ 地域によって喫緊かつ多様な課題を抱えており、東日

本大震災津波の影響が大きい沿岸部では、ふるさとを

消滅させないよう本格復興を強力に推進 

 

 

 

○ 人口減少は、複合的な要因で生じているものであり、

対症療法的な対策ではなく、総合的な施策展開が必要 

○ 自然減への対応には県民のライフステージに応じた支

援の強化を、社会減への対応には就職期の流出防止と

ＵＩターンの推進、本県の魅力発信と移住支援を推進 

 

 

 

 

○ 人口減少対策は、地域づくりを担う市町村との連携が

不可欠 

○ 県・市町村人口問題連絡会議（H26.7設置）等を通じ

て、市町村との連携をさらに強化していくとともに、

広域振興局を中心に積極的な支援体制の構築を検討 

 

 

 

 

○ 人口減少は、行政のみで解決できる問題ではなく、民

間の方々とともに県民運動的に展開していく必要 

○ 企業や団体の方々には、子育てしやすい労働環境の整

備等をはじめ、若者などにとって魅力的な岩手となる

ような取組に引き続き理解と協力を要請 

○ 県内教育機関には、本県で活躍できる人材の育成に

引き続き取り組むとともに、学生に対し、活躍できる

場としての岩手のＰＲや県内企業の紹介などを要請 

 

１ 当面の基本的な方向 
 ～出生率と若者の人口流出・還流促進対策～ 

２ 沿岸部における人口減少対策 
 ～本格復興の推進～ 

３ 総合的な人口減少対策の展開 

―３― ―２― 

・ 本県の社会減は、18歳の進学・就職期、22歳前後の就職期に顕著であ

り、特に 22歳前後では、女性の社会減が大きくなっている。（図３） 

・ この人口の社会減の波は、本県と全国の有効求人倍率のかい離幅と相

関がみられ、経済状況が社会増減に影響すると考えられる。（図４） 

（図２） 

（図３） 

４ 市町村との協力 
～市町村支援・協働体制の強化～ 

５ 県民総参加の取組 
～県民運動による人口減少対策の展開～ 

（図３） 

（図４） 

１ 自然減への対応 
 ～ライフステージに応じた支援強化～ 

２ 社会減への対応 
 ～ 〇 産業振興分野 

～就職期の流出防止とＵＩターン～ 

 ～ 

〇 定住促進分野 
～本県の魅力発信と移住支援～ 

 ～ 

施策の方向性 



















































































岩手県における 
人口減少問題の論点 

平成２６年１１月２日 

一般財団法人岩手経済研究所 

主席研究員 谷藤 邦基 
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岩手県の人口動向 



人口動向は地域によって異なる 
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北東北3県+宮城県を比べると 
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岩手県内でも 
  地域別に異なる動き 
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二つの将来人口推計 
  社人研 ｖｓ 創成会議 
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将来人口推計は 
 精度が高いといえるか① 

7 Aは平成22年国勢調査、Bは平成12年基準の平成22年推計人口 

国勢調査 将来推計 国勢調査 将来推計

Ａ Ｂ Ａ Ｂ

盛岡市 298,348 303,514 △ 1.7 紫波町 33,288 35,474 △ 6.2

宮古市 59,430 61,078 △ 2.7 矢巾町 27,205 31,645 △ 14.0
大船渡市 40,737 42,416 △ 4.0 西和賀町 6,602 6,933 △ 4.8

花巻市 101,438 105,641 △ 4.0 金ヶ崎町 16,325 17,118 △ 4.6

北上市 93,138 97,821 △ 4.8 平泉町 8,345 8,505 △ 1.9

久慈市 36,872 37,903 △ 2.7 住田町 6,190 6,329 △ 2.2

遠野市 29,331 30,541 △ 4.0 大槌町 15,276 15,626 △ 2.2

一関市 127,642 132,939 △ 4.0 山田町 18,617 19,247 △ 3.3

陸前高田市 23,300 24,041 △ 3.1 岩泉町 10,804 10,840 △ 0.3

釜石市 39,574 40,200 △ 1.6 田野畑村 3,843 4,081 △ 5.8

二戸市 29,702 31,382 △ 5.4 普代村 3,088 3,184 △ 3.0

八幡平市 28,680 31,134 △ 7.9 軽米町 10,209 10,827 △ 5.7

奥州市 124,746 130,910 △ 4.7 野田村 4,632 4,889 △ 5.3

滝沢市 53,857 63,055 △ 14.6 九戸村 6,507 6,431 1.2

雫石町 18,033 20,152 △ 10.5 洋野町 17,913 18,771 △ 4.6

葛巻町 7,304 7,323 △ 0.3 一戸町 14,187 14,872 △ 4.6

岩手町 14,984 15,642 △ 4.2

市町村 市町村差異率 差異率



将来人口推計は 
 精度が高いといえるか② 
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企業立地決定件数の推移 
（高速交通網の整備、プラザ合意後の円高などが寄与） 



人口減少の主な要因 

 雇用機会を求めて人口が流出（社会減） 

 働き手＝世帯形成層の流出が出産年齢
人口（女性）の減少をもたらす 

 出産年齢人口の減少が出生率の低下と相
まって少子化をもたらす（自然減） 

 以上のメカニズムにより、岩手の場合には
雇用機会の減少による社会減が出生数を
減少（自然減）させる悪循環に陥っている 
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人口減少対策のポイント 

① 人口減少対策の最優先課題は安定した 

 雇用を多数創出して社会減を食い止めるこ 

 とにある 

② その上で、若者が結婚・子育てをしやす 

 い環境を整備し自然減に歯止めをかけて 

 いくことが肝要である 

※ 問題は、雇用創出が従来の手法では難 

 しくなってきていること 
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誘致企業（製造業）の 
 雇用創出効果は低下傾向① 
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誘致企業（製造業）の 
 雇用創出効果は低下傾向② 
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懸念される専門的・技術的職業 
従事者の減少 
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給与所得者の年収は 
 全国的に下方シフトの傾向 

15 



グローバル化・ＩＴ化と 
  雇用（仕事）創出の方向性 

 岩手県経済は、雇用面でもプラザ合意や中国と
の競争などグローバル化の影響を受けてきた 

 今後は、インターネットやロボットなどＩＴ化の影響
も拡大⇒「中国との競争」から「機械との競争」へ 

 中長期的には、平均的な人材が担ってきた平均
的な仕事がロボット（人工知能）等に代替されて
いく方向（Average is over）にあり、平均的な人
材が低賃金労働に従事せざるを得なくなっていく 

 雇用（仕事）創出には、上記トレンドを踏まえた戦
略的対応が求められる（国にはこの観点がない） 
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2010年 2010年 2040年 2040年 若年女性人口変化率 2040年 2040年 若年女性人口変化率

総人口 20-39歳女性 総人口 20-39歳女性 （2010→2040） 総人口 20-39歳女性 （2010→2040）

盛岡市 298,348 38,649 243,930 22,427 △ 42.0 238,270 21,819 △ 43.5
宮古市 59,430 5,261 35,903 2,779 △ 47.2 32,166 2,047 △ 61.1
大船渡市 40,737 3,609 24,969 1,781 △ 50.7 22,987 1,376 △ 61.9
花巻市 101,438 10,222 71,618 6,156 △ 39.8 68,691 5,417 △ 47.0
北上市 93,138 10,881 76,729 7,533 △ 30.8 73,437 7,033 △ 35.4
久慈市 36,872 3,751 24,391 1,956 △ 47.9 21,691 1,429 △ 61.9
遠野市 29,331 2,274 17,786 1,255 △ 44.8 16,306 882 △ 61.2
一関市 127,642 11,495 82,277 6,641 △ 42.2 75,024 5,084 △ 55.8
陸前高田市 23,300 1,844 13,088 912 △ 50.5 12,426 632 △ 65.7
釜石市 39,574 3,184 21,503 1,647 △ 48.3 19,002 1,210 △ 62.0
二戸市 29,702 2,787 18,820 1,495 △ 46.4 17,246 1,167 △ 58.1
八幡平市 28,680 2,518 16,465 1,062 △ 57.8 14,987 773 △ 69.3
奥州市 124,746 11,890 86,231 6,996 △ 41.2 80,923 5,642 △ 52.6
滝沢市 53,857 7,044 50,730 4,789 △ 32.0 50,903 4,715 △ 33.1
雫石町 18,033 1,697 11,254 804 △ 52.6 10,476 620 △ 63.4
葛巻町 7,304 407 3,631 195 △ 52.1 3,330 123 △ 69.8
岩手町 14,984 1,211 8,604 549 △ 54.7 7,717 374 △ 69.1
紫波町 33,288 3,539 25,902 2,263 △ 36.1 25,111 2,006 △ 43.3
矢巾町 27,205 3,319 21,508 1,854 △ 44.1 20,337 1,605 △ 51.6
西和賀町 6,602 375 3,183 172 △ 54.1 2,859 90 △ 76.0
金ケ崎町 16,325 1,656 13,645 1,275 △ 23.0 13,693 1,235 △ 25.4
平泉町 8,345 698 5,333 399 △ 42.8 4,955 300 △ 57.1
住田町 6,190 453 3,211 228 △ 49.7 2,910 166 △ 63.4
大槌町 15,276 1,262 7,886 557 △ 55.9 7,160 393 △ 68.9
山田町 18,617 1,578 10,139 778 △ 50.7 9,040 563 △ 64.3
岩泉町 10,804 681 5,297 339 △ 50.2 4,662 202 △ 70.3
田野畑村 3,843 269 2,086 136 △ 49.4 1,834 74 △ 72.7
普代村 3,088 233 1,760 105 △ 54.9 1,567 57 △ 75.5
軽米町 10,209 731 5,930 417 △ 43.0 5,426 280 △ 61.7
野田村 4,632 397 2,656 164 △ 58.7 2,413 115 △ 71.1
九戸村 6,507 479 3,863 302 △ 37.0 3,579 232 △ 51.6
洋野町 17,913 1,519 10,272 730 △ 51.9 9,101 481 △ 68.3
一戸町 14,187 1,067 7,504 482 △ 54.8 6,698 331 △ 69.0

創成会議推計
市区町村

（単位：人、％）

国勢調査 社人研推計

社人研および日本創成会議による推計人口（岩手県内市町村分）

（以下、参考資料） 



※ なぜか無視されている 
 平成16年のＮＩＲＡ研究報告 
「人口減少と総合国力～人的資源立国をめざして」（NIRAチャレンジ・ブックス） 

 平成16年に総合研究開発機構（NIRA）が、人口
減少を国家的危機と捉えて研究プロジェクト実施 

  ⇒我が国の人口は50年後（2050年）には4千万人近く 

   減少し９千万人となる 

 対応策として２つの戦略を提言 

  ⇒少子化抑制戦略（危機的な人口減少に歯止め） 

  ⇒人口減少適応戦略（人口減少に適応した社会を作る） 

※ 現在の国レベルの議論は人口減少抑制策と 

 適応策が区別されないまま進められている印象 
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